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＜サービス利用料金＞（契約書第５条参照） 

 下記の料金表によって、ご契約者（利用者）の要介護度に応じたサービス利用料金、個別機能

訓練加算、日常生活支援加算、看護体制加算、夜勤職員配置加算、介護職員処遇改善加算、介護

職員等特定処遇改善加算と、居住費及び食費の基準費用額の合計金額をお支払いください。ただ

し、居住費及び食費の基準費用額については、負担限度額認定を受けている場合には、認定証に

記載されている負担限度額とします。 

〈令和 ３年 ８月 １日から適用〉 この表は１か月３０日として計算しています。 

 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５ 

１ ご契約者の要介護度別サ

ービス利用料金 
573円 641円 712円 780円 847円 

２ 個別機能訓練加算 12円 

３ 日常生活継続支援加算 36円 

４ 看護体制加算 8円 

５ 夜勤職員配置加算 13円 

６ サービス利用料金計 642円 710円 781円 849円 916円 

７ サービス利用料金 1か月 19,260円 21,300円 23,430円 25,470円 27,480円 

８ 介護職員処遇改善加算 

  （7×8.3％）※1 
1,599円 1,768円 1,945円 2,114円 2,281円 

９ 介護職員等特定処遇改善

加算（7×2.7％）※2 
520円 575円 633円 688円 742円 

10 居住費に係る基準費用額 855円 

11 食費に係る基準費用額 1,445円 

12 居住費、食費 1か月 69,000円 

13 自己負担額計（8＋9＋12） 90,379円 92,643円 95,008円 97,272円 99,503円 

※1  介護職員処遇改善加算は、７の月額に対して 8.3％掛けた金額となります。  

※2  介護職員等特定処遇改善加算は、７の月額に対して 2.7％掛けた金額となります。 

※  下記ア～セの加算が該当になった場合、６にその加算額が加わります。  

※  自己負担２割の方は、７、８、９を足した２倍の金額となります。 

※  自己負担３割の方は、７、８、９を足した３倍の金額となります。 

※ 令和３年４月から９月末まで１の基本報酬に 0.1％加算されます。（新型コロナウイルス感染

症対応のかかり増し経費） 

☆ 上記６のサービス利用料金に個々の状況、体制に応じた加算が摘要される場合があります。

具体的には以下の通りです。 

 ア 初期加算 

  入所日から 30日以内の期間及び入院 30日以上で退院後、30日を限度に日額 30円 

 イ 外泊時加算 

  入院、外泊をした場合には、月 6日を限度に日額 246円（月をまたぐ場合最大 12日間） 
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 ウ 経口移行加算 28円/日 

  医師の指導に基づき、現在経管での食事を摂っている入所者ごとに、経口での食事に移行す

る計画を医師、歯科医師、管理栄養士、看護師等が共同して作成し、医師の指示を受けた管理

栄養士または栄養士が、その計画に沿って実施された場合 

 エ 経口維持加算（Ⅰ）1か月 400円 

  経口での食事を摂っている入所者の内、摂食機能障害、誤嚥が有ると認定しうる入所者に関

して、医師または歯科医師、栄養管理士、看護師、介護支援専門員などの職種が共同して、入

所者の食事の観察や介護を行います。入所者ごとに、経口による食事を継続できるようにする

ための経口維持計画を作成し、医師または歯科医師の指示の下で、管理栄養士または栄養士が

栄養管理を行った場合 

 オ 経口維持加算（Ⅱ）1か月 100円 

  協力歯科医療機関を定めている事業所が、経口維持加算（Ⅰ）を算定する場合、入所者の食

事の観察、会議に医師、歯科医師、歯科衛生士、言語聴覚士のいずれか 1 名以上が参加した場

合に追加で加算。 

 カ 若年性認知症入所者受入加算 

  若年性認知症患者を受入れ、個別の担当者を定めサービスを提供する場合には日額 120円（65

歳の誕生日の前前日まで） 

 キ 看護体制加算Ⅰロ 

  常勤の看護師（正看護師）を配置した場合には日額 4円 

 ク 安全対策体制加算 20円/月（入所時 1回限り） 

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に安全対策

を実施する体制が整備されていること。 

 ケ 科学的介護推進体制加算（Ⅰ） 40円/月 

・入所者・利用者ごとの心身の状況等の基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

・サービスの提供に当たって、上記に規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供する

ために必要な情報を活用していること。 

コ 科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 50円/月 

・入所者・利用者ごとの心身の状況等（加算（Ⅱ）については心身、疾病の状況等）の基本的

な情報を、厚生労働省に提出していること。 

・サービスの提供に当たって、上記に規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供する

ために必要な情報を活用していること。 

 サ ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） 30円/月 

・利用者総数が 10人以上であること 

・利用者全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサービス
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の利用がない場合はサービスの利用があった最終月）において、Barthel Index を適切に評価

できる者が ADL値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出していること 

・利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から利用開始月に測定したＡ

ＤＬ値を控除して得た値に、初月の ADL 値や要介護認定の状況等に応じて一定の値を加えたＡ

ＤＬ利得（調整済 ADL 利得）の上位及び下位それぞれ１割の者を除く評価対象利用者のＡＤＬ

利得を平均して得た値が、１以上であること 

シ ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） 60円/月 

・ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）の要件を満たすこと 

・ 評価対象利用者の ADL 利得を平均して得た値（加算(Ⅰ）のハと同様に算出した値）が２以

上であること 

 ス 看取り介護加算（Ⅰ） 

  医師が回復の見込みがないと診断し、本人、家族の希望により施設で看取りを行った場合。 

死亡日 1280 円。死亡日の前日、前々日 1 日につき 680 円。死亡日以前 4 日以上 30 日以下 1 日

144円。死亡日以前 31日以上 45日以下 1日 72円。 

セ 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 100円/月（3月に 1回を限度） 

・訪問・通所リハビリテーションを実施している事業所又はリハビリテーションを実施してい

る医療提供施設の理学療法士等や医師からの助言を受けることができる体制を構築し、助言を

受けた上で、機能訓練指導員等が生活機能の向上を目的とした個別機能訓練計画を作成等する

こと。 

・ 理学療法士等や医師は、通所リハビリテーション等のサービス提供の場又は ICTを活用した

動画等により、利用者の状態を把握した上で、助言を行うこと。 

 ソ 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 200円/月 

訪問リハ、通所リハ、リハを行う医療機関の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・医師が

加算を算定する事業所に訪問し、加算を算定する事業所職員と共に利用者の状態を把握した上

で、個別機能訓練計画を作成する。機能訓練指導員、看護・介護職員、生活相談員等が協働し、

作成された計画にある機能訓練を実施する。個別機能訓練加算を算定している場合 100 円/月。 

タ 再入所時栄養連携加算 

  入院し、施設入所時とは大きく異なる栄養管理が必要となった場合、医療機関の管理栄養士

と連携し、再入所後の栄養管理に関する調整を行った場合 1回に限り 200円 

 チ 個別機能訓練加算（Ⅱ） 20円/月 

個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している利用者について、個別機能訓練計画の内容等の情報

を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施にあたって当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な

実施のために必要な情報を活用すること。 

 ツ 栄養マネジメント強化加算 11円/日 

・管理栄養士を配置すること 
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・低栄養状態のリスクが高い入所者に対し、医師、管理栄養士、看護師等が共同して作成した

栄養ケア計画に従い、食事の観察を週３回以上行い、入所者ごとの栄養状態、嗜好等を踏ま

えた食事の調整等を実施すること 

・入所者が、退所する場合において、管理栄養士が退所後の食事に関する相談支援を行うこと 

・低栄養状態のリスクが低い入所者にも、食事の際に変化を把握し、問題がある場合は、早期

に対応すること 

・入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、

当該情報その他継続的な栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している

こと 

 テ 排泄支援加算（Ⅰ） 10円/月 

・６月に１回、評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出し、排せつ支援に当たって当

該情報等を活用していること。 

・評価の結果、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる者について、医

師、看護師、介護支援専門員等が共同して、排せつに介護を要する原因を分析し、それに基

づいた支援計画を作成し、当該支援計画に基づく支援を継続して実施していること。 

・評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者等ごとに支援計画を見直していること。 

ト 排泄支援加算（Ⅱ） 15円/月 

排泄支援加算（Ⅰ）の要件に加えて、施設入所時等の評価の結果、要介護状態の軽減が見込

まれる者について、施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善する

とともにいずれにも悪化がない、又は、おむつ使用ありから使用なしに改善していること。 

ナ 排泄支援加算（Ⅲ） 20円/月 

排泄支援加算（Ⅰ）の要件に加えて、施設入所時等の評価の結果、要介護状態の軽減が見込

まれる者について、施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善する

とともにいずれにも悪化がない、かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善していること。 

ニ 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） 3円/月 

・入所者等ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設入所時等に評価するとともに、

少なくとも３月に１回、評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出し、褥瘡管理の実

施に当たって当該情報等を活用していること。 

・評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者等ごとに、医師、看護師、介護職

員、管理栄養士、介護支援専門員等が共同して、褥瘡管理に関する褥瘡ケア計画を作成して

いること。 

・入所者等ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や入所者

等の状態について定期的に記録していること。 

・評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者等ごとに褥瘡ケア計画を見直していること。 

ヌ 褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） 13円/月 

・褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）の要件に加えて、施設入所時等の評価の結果、褥瘡が発生する
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リスクがあるとされた入所者等について、褥瘡の発生のないこと。 

 

ネ 自立支援促進加算  300円/月 

・医師が入所者ごとに、自立支援のために特に必要な医学的評価を入所時に行うとともに、少

なくとも６月に１回、医学的評価の見直しを行い、自立支援に係る支援計画等の策定等に参加

していること。 

・医学的評価の結果、特に自立支援のために対応が必要であるとされた者毎に、医師、看護師、

介護職員、介護支援専門員、その他の職種の者が共同して自立支援に係る支援計画を策定し、

支援計画に従ったケアを実施していること。 

・医学的評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者ごとに支援計画を見直していること。 

・医学的評価の結果等の情報を厚生労働省に提出し、当該情報その他自立支援促進の適切かつ

有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

ノ 口腔衛生管理加算（Ⅰ）90単位／月 

•歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し口腔ケアを月 2回以上行うこと 

•歯科衛生士が、入所者に係る口腔ケアについて、介護職員に対し、具体的な技術的助言及び指

導を行うこと 

•歯科衛生士は、口腔に関する問題点、歯科医師からの指示、口腔ケアの内容、介護職員への技

術的助言及び指導、その他必要な事項を記録すること 

•歯科衛生士が、入所者の口腔に関する介護職員からの相談等に必要に応じ対応すること 

ハ 口腔衛生管理加算（Ⅱ）110単位／月 

・加算Ⅰの要件に加え、口腔衛生等の管理に係る計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、

口腔衛生等の管理の実施に当たって、当該情報その他口腔衛生等の管理の適切かつ有効な実施

のために必要な情報を活用していること 

・歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月 2 回以上行い、当該入

所者に係る口腔ケアについて介護職員に対し、具体的な技術的助言及び指導を行った場合 

ヒ 療養食加算 1日につき 3回を限度として 6円 

•医師の発行する食事箋に基づき、疾病治療の直接の手段として療養食を提供していること。 

•療養食の提供が、管理栄養士、栄養士により管理されていること。 

•年齢や心身の状況を考慮して、適切な栄養量、内容の療養食を提供していること。 

 フ 夜勤職員配置加算（Ⅲ）ロ 

夜勤時間体を通じて、看護職員を配置していること又は喀痰吸引等の実施ができる介護職員

を配置している場合、夜勤職員配置加算（Ⅰ）ロから、夜勤職員配置加算（Ⅲ）ロへ変更。1

日 16円 

 

☆ 介護保険からの給付額に変更があった場合は、変更された額に合わせて、ご契約者（利用者）

の負担額を変更します。 
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☆ 居住費及び食費は基準費用額から各段階に応じた負担限度額を引いた額が「特定入所者介護

サービス費」として、補足給付されます。 

 ③ 高額介護サ－ビス費 

  利用料が各段階に応じた限度額を超えた場合には保険者（市町村）に高額介護サービス費支

給申請書を提出することにより各段階に応じた限度額を超えた金額が還付されます。 

 ④ 社会福祉法人による利用者負担減免制度 

  低所得者の方に配慮した減免制度があり、一定の条件を満たした場合利用料が減免されます。

申請窓口は保険者（市町村）となります。  

⑤ 当施設の居住費・食費の負担限度額（ショートスティを含む） 

 保険者（市町村）へ負担限度額認定申請を行い下記の区分に該当した場合には、それぞれ下

記の金額が適用されます。（市町村へ確認願います） 

区分 対象者 居住費 食費 

低 

所

得

者 

第 1段階 市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給者及び生

活保護受給者 

0円 300円 

第 2段階 市町村民税世帯非課税であって課税年金収入額と合

計所得金額の合計が 80万円以下の方 

370円 390円 

第 3段階① 市町村民税世帯非課税であって課税年金収入が 80 万

円超 120万円以下の方 

370円 650円 

第 3段階② 市町村民税世帯非課税であって課税年金収入が 120

万円超の方 

370円 1,360円 

第 4段階以上 上記以外の方 855円 1,445円 

☆ 入院・外泊の際におきましても、居住費はご負担いただきます。  

（２） （１）以外のサービス(契約書第４条参照) 

  以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者（利用者）の負担となります。 

＜サービスの概要と利用料金＞ 

① 特別な食事 

ご契約者（利用者）の希望に基づいて特別な食事を提供します。 

利用料金：要した費用の実費 

② 理髪・美容 

 希望により、理美容師の出張による理髪等のサービスをご利用いただけます。 

 利用料金：カット １，９００円  顔剃り １，３００円  シャンプー ７００円 

      カットと顔剃り ２，９００円  毛染め（カット込み） ５，０００円 

      総合調髪 ３，３００円  パーマ（カット込み） ５，０００円 

 ③ 貴重品の管理 

    ご契約者（利用者）の希望により、貴重品管理サービスをご利用いただけます。（預り金

管理サービスをご利用いただくには別途「預り金管理に関する依頼書」が必要となります。）

詳細は、以下のとおりです。 

○ 管理する金銭の形態：現金及び施設の指定する金融機関へ預け入れている預貯金 


